
- 1 -

平成１３年３月期 個別中間財務諸表の概要
平成１２年１１月１４日
上場取引所 東・大・京上場会社名 株式会社ワコール

コード番号 ３５９１ 本社所在都道府県 京都府
問 合 せ 先 責任者役職名 取締役 経理財務部長

氏 名 末 昭 一 TEL (075)682-1018澤
決算取締役会開催日 平成１２年１１月１４日 中間配当制度の有無 無

１．１２年９月中間期の業績 （平成１２年４月１日～平成１２年９月３０日）
（１）経営成績 （注）表示金額は百万円未満を切捨てております。

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
12年9月中間期 ６７，７６５ △ 4.5 ６，５５３ △ 13.6 ７，５０５ △ 7.5
11年9月中間期 ７０，９４７ △ 4.2 ７，５８５ △ 8.2 ８，１１３ △ 7.8

1 2 年 3 月 期 １３２，０１８ △ 4.1 １０，２４６ △ 8.3 １０，９３６ △ 13.4

１ 株 当 た り中間（当期）純利益
中間(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭
12年9月中間期 ３，７５８ △ 17.4 ２４ ３９
11年9月中間期 ４，５４８ 0.8 ２９ ５１

1 2 年 3 月 期 ６，４１６ △ 14.1 ４１ ６３

（注） 12年9月中間期 154,109,199 株
①期中平均株式数 11年9月中間期 154,116,685 株

1 2 年 3 月 期 154,116,685 株
②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間増減率

（２）配当状況

１ 株 当 た り １ 株 当 た り （注）12年3月期期末配当金の内訳
中 間 配 当 金 年 間 配 当 金 創立５０周年記念配当 3円00銭

円 銭 円 銭
12年9月中間期
11年9月中間期

1 2 年 3 月 期 １６ ５０

（３）財政状態

１ 株 当 た り総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率
株 主 資 本

百万円 百万円 ％ 円 銭
12年9月中間期 ２０２，７４６ １６２，８４３ ８０．３ １，０６１ ３４
11年9月中間期 １８７，５０２ １５１，４２６ ８０．８ ９８２ ５５

1 2 年 3 月 期 １８４，９６１ １５３，２９５ ８２．９ ９９４ ６７

（注） 12年9月中間期 153,431,685 株
期末発行済株式数 11年9月中間期 154,116,685 株

1 2 年 3 月 期 154,116,685 株

２．１３年３月期の業績予想（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）

１株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭
通 期 １２８，０００ １０，３００ ５，２００ １３ ５０ １３ ５０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ３３円 ８９銭



- 2 -

１．中間貸借対照表

当中間期 前中間期 前 期
科 目

平成12年9月30日現在 平成11年9月30日現在 平成12年3月31日現在

（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

Ⅰ 流 動 資 産 １０４，７６３ 51.7 １１３，６９３ 60.7 １１２，６１７ 60.9

現 金 及 び 預 金 ３９，１９３ ４３，５７９ ４５，５３６
受 取 手 形 ２，０３６ ２，７８４ ２，１６３
売 掛 金 １８，５４７ １９，９０３ １６，５５７
有 価 証 券 ２１，１７５ ２４，１８６ ２４，１６１
た な 卸 資 産 １９，０２５ １８，９１４ １９，８４５
繰 延 税 金 資 産 ３，３３１ ３，０１８ ２，９３０
そ の 他 １，５７４ １，４２２ １，６０７
貸 倒 引 当 金 △ １２０ △ １１５ △ １８５

Ⅱ 固 定 資 産 ９７，９８３ 48.3 ７３，８０９ 39.3 ７２，３４３ 39.1

1.有 形 固 定 資 産 ４９，５６３ 24.4 ５１，２２９ 27.3 ５０，３４９ 27.2

建 物 ２４，５３８ ２６，０８５ ２５，２８０
土 地 ２１，７１８ ２１，８１８ ２１，７２６
そ の 他 ３，３０７ ３，３２５ ３，３４１

2.無 形 固 定 資 産 ９０８ 0.5 ８０５ 0.4 ８７０ 0.5

3.投資その他の資産 ４７，５１１ 23.4 ２１，７７５ 11.6 ２１，１２３ 11.4

投 資 有 価 証 券 ４３，７９６ １７，２８７ １７，３５０
そ の 他 ４，５０５ ５，０７０ ４，６６６
貸 倒 引 当 金 △ ７９０ △ ３３０ △ ６６８
投 資 評 価 引 当 金 △ ２５１ △ ２２４

資 産 合 計 ２０２，７４６ 100.0 １８７，５０２ 100.0 １８４，９６１ 100.0
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当中間期 前中間期 前 期
科 目

平成12年9月30日現在 平成11年9月30日現在 平成12年3月31日現在

（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

Ⅰ 流 動 負 債 ２７，４７５ 13.6 ３０，１３９ 16.0 ２５，８０８ 14.0

支 払 手 形 ５，１６５ ５，６５５ ５，５５７
買 掛 金 ５，２９７ ６，０８７ ５，８０３
未 払 法 人 税 等 ３，８００ ４，７７４ ３，００２
賞 与 引 当 金 ４，０００ ４，１１０ ３，７００
返 品 調 整 引 当 金 ２，３５０ ２，４００ ２，２５０
そ の 他 ６，８６３ ７，１１１ ５，４９４

Ⅱ 固 定 負 債 １２，４２７ 6.1 ５，９３５ 3.2 ５，８５７ 3.1

退 職 給 付 引 当 金 ３，８４２
退 職 給 与 引 当 金 ３，９２４ ３，６１５
役員退職慰労引当金 ５００ ５５１ ５９２
繰 延 税 金 負 債 ７，４５２ ８５７ １，０３４
そ の 他 ６３２ ６０２ ６１５

負 債 合 計 ３９，９０３ 19.7 ３６，０７５ 19.2 ３１，６６６ 17.1

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ 資 本 金 １３，２６０ 6.5 １３，２６０ 7.1 １３，２６０ 7.2

Ⅱ 資 本 準 備 金 ２５，２７３ 12.5 ２５，２７３ 13.5 ２５，２７３ 13.7

Ⅲ 利 益 準 備 金 ３，３１５ 1.6 ３，３１５ 1.8 ３，３１５ 1.8

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金 １１１，９７７ 55.2 １０９，５７８ 58.4 １１１，４４６ 60.2

固定資産圧縮積立金 ２，５０３ ３５２ ３５２
固 定 資 産 圧 縮
特別勘定積立金 １，８７９ １，８７９

海外投資等損失準備金 ０ ０
配 当 平 均 積 立 金 ３，０００ ３，０００ ３，０００
別 途 積 立 金 １００，０００ ９４，０００ ９４，０００
中間（当期）未処分利益 ６，４７３ １０，３４５ １２，２１３

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ９，０１７ 4.5

資 本 合 計 １６２，８４３ 80.3 １５１，４２６ 80.8 １５３，２９５ 82.9

負債及び資本合計 ２０２，７４６ 100.0 １８７，５０２ 100.0 １８４，９６１ 100.0
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２．中間損益計算書

当中間期 前中間期 前 期
科 目 自平成12年4月 1日 自平成11年4月 1日 自平成11年4月 1日

至平成12年9月30日 至平成11年9月30日 至平成12年3月31日

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

Ⅰ 売 上 高 ６７，７６５ 100.0 ７０，９４７ 100.0 １３２，０１８ 100.0
Ⅱ 売 上 原 価 ３４，５９２ 51.0 ３６，２７５ 51.1 ６９，２９３ 52.5

売 上 総 利 益 ３３，１７２ 49.0 ３４，６７１ 48.9 ６２，７２５ 47.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ２６，６１９ 39.3 ２７，０８６ 38.2 ５２，４７８ 39.7

営 業 利 益 ６，５５３ 9.7 ７，５８５ 10.7 １０，２４６ 7.8

Ⅳ 営 業 外 収 益 １，０５３ 1.6 １，３２６ 1.8 １，７３５ 1.3
受 取 利 息 １４０ １２５ ２５３
受 取 配 当 金 ６５４ ６３８ ７８３
そ の 他 ２５８ ５６２ ６９７

Ⅴ 営 業 外 費 用 １０１ 0.2 ７９７ 1.1 １，０４５ 0.8
支 払 利 息 ８ ６ １４
そ の 他 ９２ ７９１ １，０３０

経 常 利 益 ７，５０５ 11.1 ８，１１３ 11.4 １０，９３６ 8.3

Ⅵ 特 別 利 益 ７，０３３ 10.4 ５８０ 0.8 １，１９９ 0.9

Ⅶ 特 別 損 失 ８，１７０ 12.1 ６４５ 0.9 １，１２３ 0.9

税引前中間(当期)純利益 ６，３６８ 9.4 ８，０４８ 11.3 １１，０１１ 8.3

法人税､住民税及び事業税 ３，１５０ 4.6 ４，０００ 5.6 ４，８３０ 3.6
法 人 税 等 調 整 額 △ ５３９ △0.7 △ ５００ △0.7 △ ２３４ △0.2

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ３，７５８ 5.5 ４，５４８ 6.4 ６，４１６ 4.9

前 期 繰 越 利 益 ３，３３０ ２，５１１ ２，５１１

過 年 度 税 効 果 調 整 額 １，６６１ １，６６１

税効果会計適用に伴う取崩額
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ２５６ ２５６
固定資産圧縮特別勘定積立金 １，３６６ １，３６６
海外投資等損失準備金 ０ ０

自 己 株 式 消 却 額 ６１４

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 ６，４７３ １０，３４５ １２，２１３
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＜中間財務諸表作成の基本となる事項＞

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社及び関連会社株式･･････ 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの････････････ 中間決算日の市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定しております）

時価のないもの････････････ 移動平均法による原価法
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法･･ 先入先出法による低価法

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産････････････････････定率法

但し、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を除く）に
ついては定額法

(2) 無形固定資産････････････････････定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能
期間（５年）による定額法

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金･････････････････････ 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
(2) 賞与引当金･････････････････････ 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。
(3) 返品調整引当金･････････････････ 売上高と戻り高の対応関係を明確にするため、過去の返品率等を勘案し、

将来の返品に伴う損失予想額を計上しております。
(4) 退職給付引当金･････････････････ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生している
と認められる額を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金･････････････ 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給に関する内
規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

＜追加情報＞

１．退職給付会計
当中間期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審
議会平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職
給付費用が２２７百万円増加し、経常利益は２２７百万円減少しております。また、退職給付会計移行時差
異７，７１３百万円を当中間会計期間にて一括償却するとともに、保有有価証券の信託への拠出による退職
給付信託設定益６，５８１百万円を計上しているため、これらの結果、税引前中間純利益は１，３６０百万
円減少しております。

２．金融商品会計
当中間期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審
議会平成１１年１月２２日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利
益及び税引前中間純利益は１２６百万円増加しております。
また、期首時点で保有する有価証券のうち１年以内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、それ
ら以外は投資有価証券としております。その結果、流動資産の有価証券は１１９億９１百万円減少し、投資有
価証券は同額増加しております。

３．外貨建取引等会計基準
当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」
（企業会計審議会 平成１１年１０月２２日））を適用しております。なお、この変更に伴う損益への影響は軽
微であります。
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＜注記事項＞
（当中間期） （前中間期） （ 前 期 ）

１．有形固定資産の減価償却累計額 24,964百万円 24,067百万円 24,115百万円

２．自己株式は、その他の流動資産に含めて記載しております。
0千株 1千株 0千株
0百万円 1百万円 0百万円

３．特別利益の主な内訳

固 定 資 産 売 却 益 88百万円 61百万円 694百万円
投資有価証券売却益 364 519 504
退職給付信託設定益 6,581

４．特別損失の主な内訳

固 定 資 産 廃 棄 損 17百万円 84百万円 224百万円
貸倒引当金繰入額 348 327
退職給付に係る

7,713
会計基準変更差異
子 会 社 支 援 損 61 71
役員退職特別功労金 500 500

５．リース取引に関する事項

（１）所有権移転外ファイナンスリース

①取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び中間(期末)残高相当額

(工具器具備品) (工具器具備品) (工具器具備品)

取 得 価 額 相 当 額 371百万円 334百万円 421百万円
減価償却累計額相当額 252 217 270
中間(期末)残高相当額 118 116 151

②未経過リース料中間(期末)残高相当額

一 年 以 内 65百万円 69百万円 81百万円
一 年 超 113 103 135
合 計 179 173 216

なお、未経過リース料残高に重要性がないため、上記の金額は支払利子
込み法により算定しております。

③支払リース料等

支 払 リ ー ス 料 47百万円 35百万円 82百万円
減 価 償 却 費 相 当 額 39 29 80

（２）オペレーティングリース
未経過リース料

一 年 以 内 248百万円 248百万円 306百万円
一 年 超 133 264 269
合 計 382 513 576

６．当中間期中の発行済株式数の減少内訳
利益による自己株式消却 685千株 千株 千株
株式の取得価額の総額 614百万円 百万円 百万円

７．当中間期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
なお、当中間会計期間の末日は金融機関の休日であったため、中間期末日満期受取手形94百万円が当
中間期末残高に含まれております。

８．関連会社株式で時価のあるもの
中間貸借対照表計上額 1,263百万円
時 価 1,444
差 額 180


